
「指定居宅介護サービス・指定重度訪問介護サービス
指定同行援護サービス」
重要事項説明書


当事業所は利用者に対して指定居宅介護サービス・指定重度訪問介護サービス・指定同行援護サービスを提供します。事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。


	※当事業所では、利用者に対して障害者総合支援法に基づく指定居宅介護サービス・指定重度訪問サービス・指定同行援護サービスを提供します。当サービスの利用は、原則として介護給付費の支給決定を受けた方が対象となります。



合同会社　HALELEA

岐阜市宇佐南４丁目７−１　カルフールⅠ ４０３号室

訪問介護　ピース

TEL　０５８－２１３－６７６７

FAX　０５８－２１３－６７６８
１.事業者
	事業者名称
	合同会社　HALELEA

	代表者氏名
	代表社員 　後藤　孝憲

	所在地
	岐阜県各務原市那加東野町一丁目１３９番地２

	電話番号
	０９０－５１５３－１１７０

	設立年月日
	令和３年７月１日


２．事業所の概要
	事業所名称
	訪問介護　ピース

	指定
事業所番号
	指定居宅介護・指定重度訪問介護・指定同行援護事業所
2110104169号

	指定年月日
	令和３年１０月１日

	事業所所在地
	岐阜県岐阜市宇佐南４−７−１　カルフールⅠ403号室

	連絡先
	TEL：０５８－２１３－６７６７　　FAX：０５８－２１３－６７６８

	通常の事業の実施地域
	岐阜市・瑞穂市・羽島市・笠松町・関市・北方町・各務原市・大垣市
郡上市・岐南町・本巣市・京都市・可児市の全域とする


事業の目的および運営方針
	事業の目的
	この規程は合同会社　HALELEA（以下「事業者」という。）が設置する訪問介護　ピース（以下「事業所」という。）において実施する指定障害福祉サービス事業の居宅介護（以下「指定居宅介護」という。）、重度訪問介護（以下「指定重度訪問介護」という。）及び同行援護（以下「指定同行援護」という。）の適正な運営を確保するために必要な人員及び運営管理に関する事項を定め、指定居宅介護、指定重度訪問介護及び指定同行援護（以下「指定居宅介護等」という。）の円滑な運営管理を図るとともに、利用者、障害児及び障害児の保護者（以下「利用者等」という。）の意思及び人格を尊重して、常に当該利用者等の立場に立った指定居宅介護等の提供を確保することを目的とする。

	運営方針
	1 事業所は、利用者等が居宅において自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、当該利用者等の身体その他の状況及びその置かれている環境に応じて、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事、外出時における移動中の介護並びに生活等に関する相談及び助言その他の生活全般にわたる援助を適切かつ効果的に行うものとする。

2 指定居宅介護等の提供に当たっては、利用者等の必要な時に必要な指定居宅介護等の提供ができるよう努めるものとする。

3 指定居宅介護等の提供に当たっては、地域との結び付きを重視し、利用者等の所在する市町村、他の指定障害福祉サービス事業者、指定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者、指定障害者支援施設その他福祉サービス又は保健医療サービスを提供する者（以下「障害福祉サービス事業者等」という。）との密接な連携に努めるものとする。
4 前三項のほか、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号。以下「法」という。）及び「岐阜市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例」（平成24年岐阜市条例第64号）に定める内容のほか関係法令等を遵守し、指定居宅介護等を提供するものとする。


３．営業日・営業時間及びサービス提供可能な日と時間帯
	営業日

及び

営業時間
	営業日：月曜日から土曜日までとする。
（ただし、１２月３１日から1月３日までを除く）

営業時間：午前９時から午後６時までとする。


	サービス提供日

及び

サービス提供時間
	サービス提供日：日曜日から土曜日までとする。
サービス提供時間：２４時間とする。


４．職員の体制
　当事業所では、利用者に対して指定居宅介護、指定重度訪問介護を提供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。

主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。

	職種
	
	職務の内容

	１．管理者
	１名
	事業所の職員に対し必要な指導命令等を行う。

	２．サービス提供責任者
	１名以上
	計画書作成・サービス内容の管理等を行う。

	３．訪問介護員
	３名以上
	身体介助・生活援助等を行う。


当事業所では、利用者に対して指定同行援護を提供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。
主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。
	職種
	
	業務の内容

	１．管理者
	１名
	事業所の職員に対し必要な指導命令等を行う。

	２．サービス提供責任者
	１名以上
	計画書作成・サービス内容の管理等を行う。

	３．訪問介護員
１名
	１名以上
	身体介助・生活援助・移動支援等を行う。


⒌ サービスの主たる対象者　・　提供するサービスと利用料金
	居宅介護
	（１）身体障害者（18歳未満の者を除く。）

（２）知的障害者（18歳未満の者を除く。）

（３）障害児（18歳未満の身体障害者及び知的障害者）

（４）精神障害者（18歳未満の者を含む。）

（５）難病等対象者

	重度訪問介護
	（１）身体障害者（18歳未満の者を除く。）

（２）障害児（18歳未満の身体障害者のみ）

	同行援護
	（１）視覚障害を有する身体障害者（18歳未満の者を除く。）

（２）視覚障害を有する障害児（18歳未満の身体障害者のみ）


（１）「居宅介護計画」とサービス内容
当事業所では、下記のサービス内容から「居宅介護計画」を定めて、サービスを提供します。「居宅介護計画」は、市町村が決定した居宅介護の「支給量」（「受給者証」に記載してあります。）と利用者の意向や心身の状況を踏まえて、具体的なサービス内容や利用者に対するサービス実施日などを記載しています。「介護居宅計画」は、利用者や家族に事前に説明し、同意をいただくとともに、利用者の申し出により、いつでも見直すことができます。
＜サービス区分及びサービス内容＞
	サービス区分と種類
	サービスの内容

	居宅介護計画等の作成
	利用者の意向や心身の状況等のアセスメントを行い、援助の目標に応じて具体的なサービス内容を定めた居宅介護計画等を作成し・必要に応じて見直しを行います。

	身体介護
	食事の介護
	食事の介助を行います。

	
	排せつの介護
	排せつの介助、おむつ交換を行います。

	
	衣類着脱の介護
	衣類の着替えを行います。

	
	身体の清拭・洗髪
	全身清拭・部分清拭・洗髪を行います。

	
	入浴の介護
	衣服着脱、入浴の介助や清拭（身体を拭く）、洗髪などを行います。

	
	通院介助
	病院の通院介助を行います。

	
	その他
	褥瘡（床ずれ）防止等のために体位変換や洗顔、歯磨き等の日常生活を営むために必要な身体介護を行います。

	家事援助
	調理
	利用者の食事の用意を行います。（利用者以外の調理は行いません。）

	
	衣類の洗濯、補修
	利用者の衣類等の洗濯を行います。（利用者以外の洗濯は行いません。）

	
	住居等の掃除、整理整頓
	利用者の居室の掃除や整理整頓を行います。（利用者の居室以外の居室、庭等の敷地の掃除は行いません。）

	
	生活必需品の買い物
	利用者の日常生活に必要な物品の買い物を行います。

	
	関係機関との連絡
	必要に応じて関係機関へ連絡をします。

	
	その他必要な家事
	預貯金の引き出しや預け入れは行いません。（預貯金通帳・カードはお預かりできません。）

	重度訪問介護
	対象者：重度の肢体不自由者等であって常時介護を要する障害者

居宅において自立した日常生活、社会生活を営むことができるよう援助します。

○ 身体介護、家事援助 

○ 外出時における移動中の介護 

○ 介護等に関する相談・助言その他生活全般にわたる援助

	同行援護
	対象者：視覚障害により、移動に著しい困難を有する方等（障害支援区分２以上）居宅において自立した日常生活、社会生活を営むことができるよう援助します。

○ 外出時における移動時や外出先において必要な視覚的情報の支援（代筆・代読を含む） 

○ 外出時における移動時や外出先において必要な移動の援護 

○ 外出時における排泄・食事等の介護のほか外出する際に必要となる援助

	附帯するその他必要な介護、家事、相談、助言をいたします。


（２）利用者負担額
上記サービスの利用に対しては、通常９割が介護給付費の給付対象となります。事業者が介護給付費を代理受領する場合には、利用者は、利用者負担分としてサービス料金の１割（定率負担）を事業者にお支払いいただきます。次頁に記載する個別減免が適用される場合には、減免後の金額となります。
＜２人のホームヘルパーにより訪問を行った場合＞ 

○ １人のヘルパーによる介護が困難と認められる場合等で、利用者の同意のもと２人のヘルパーでサービスを提供した場合は、２倍の利用者負担額をいただきます。 
＜利用者負担額の上限等について＞ 
○ 介護給付費対象のサービス（居宅介護、短期入所、生活介護など）利用者負担額は上限が定められています。 

○ 利用者のご希望により、当事業所を利用者負担の上限管理者に選任される場合には、サービス利用開始の際にその旨をお申し出ください。 

○ 当事業所において利用者負担の上限管理を担当し、具体的に上限を超える際の調整を行った場合には、別途上限管理にかかる費用の給付を代理受領します。（利用者負担は生じません。） 
＜償還払い＞

〇　介護給付費額を事業者が代理受領を行わない場合は、市町村が定める介護給付費基準額の全額をいったんお支払いいただきます。この場合、利用者に「サービス提供証明書」を交付します。（「サービス提供証明書」と「領収書」を添えてお住まいの市町村に申請すると介護給付費が支給されます。）
（３）サービス利用にかかる実費負担額

サービス提供に要する下記の費用は、介護給付費支給の対象ではありませんので、実費をいただきます。 

① 通常の事業実施地域以外で、当事業所のサービスを利用される場合は、ホームヘルパーの交通費の実費をいただきます。 

② ホームヘルパーに公共交通機関などの交通費のほか、入場料、利用料等が必要な場合、その実費をいただきます。（サービスご利用時にその都度ご負担いただきます。） 

③ 通院等介助と連続して、又は一体として行う介護輸送サービスの運賃及び料金については別に定めます。
＜サービス利用料金＞ 

料金表によって、サービス利用料金から介護給付費の給付額を除いた金額（利用者負担）をお支払いいただきます。
 ＜利用者負担の減免について＞ 
〔利用者負担に関する月額上限〕 

○ １ヶ月あたりのサービス利用にかかる「定率負担」については、所得に応じて４区分の月額負担額が設定され、それ以上の負担の必要はありません。 

○ 軽減措置が講じられる場合は、別途お知らせします。
■ 障害者の利用者負担
	所得区分
	世帯の収入状況
	月額負担上限額

	生活保護
	生活保護受給世帯
	0円　

	低所得１
	市町村民税非課税世帯であって障がい者本人の収入が年収８０万円（障がい基礎年金２級相当額）以下の方
	0円　

	低所得２
	低所得1以外の市町村民税非課税世帯の方
	0円　

	一般
	所得割

16万円未満
	市町村民税課税世帯
	9,300円　

	
	所得割

16万円以上
	
	37,200円　


■障害児の利用者負担
	生活保護
	生活保護受給世帯
	0円　

	低所得１・２
	市町村民税非課税世帯
	0円　

	一般
	所得割２８万円未満
	4,600円　


1 　居宅介護サービス利用料金

	サービスの種類時間等
	利用料

	身体介護
	30 分未満の場合
	256単位

	
	30 分以上１時間未満の場合
	404単位　

	
	1時間以上１時間30分未満の場合
	587単位　

	
	1時間30 分以上2時間未満の場合
	669単位　

	
	２時間以上２時間３０分未満
	754単位　

	
	2時間30分以上3時間未満の場合
	837単位　

	
	3時間以上の場合
	916単位に30分増すごとに83単位加算　

	（身体介護を伴う場合）
通院等介助
	30 分未満の場合
	256単位

	
	30 分以上１時間未満の場合
	404単位　

	
	1時間以上１時間30分未満の場合
	587単位　

	
	1時間30 分以上2時間未満の場合
	669単位　

	
	２時間以上２時間３０分未満
	754単位　

	
	2時間30分以上3時間未満の場合
	837単位　

	
	3時間以上の場合
	916単位に３０分増すごとに83単位加算　

	家事援助
	30　分未満の場合
	106単位　

	
	30 分以上45分未満の場合
	153単位　

	
	45分以上１時間未満の場合
	197単位　

	
	1時間以上1時間15分未満の場合
	239単位　

	
	1時間15分以上1時間30分未満の場合
	275単位　

	
	1時間30分以上の場合
	311単位に15分増すごとに35単位加算　

	(身体介護を伴わない場合)
通院等介助
	30 分未満の場合
	106単位　

	
	30 分以上１時間未満の場合
	197単位　

	
	1時間以上１時間30分未満の場合
	275単位　

	
	 1時間30 分以上の場合
	345単位に30分増すごとに69単位加算　



　②　重度訪問介護サービスサービス利用料金

	サービスの種類時間等
	利用料

	重度訪問介護
	１時間未満
	186単位　

	
	１時間以上１時間３０分未満
	277単位　

	
	１時間３０分以上２時間未満
	369単位　

	
	２時間以上２時間３０分未満
	461単位　

	
	２時間３０分以上３時間未満
	553単位　

	
	３時間以上３時間３０分未満
	644単位　

	
	３時間３０分以上４時間未満
	736単位　

	
	４時間以上８時間未満
	821単位に３０分増すごとに８５単位加算　

	
	８時間以上１２時間未満
	1,504単位に３０分増すごとに８５単位加算




③　同行援護サービス利用料金

	同行援護
	30分未満
	191単位

	
	30分以上１時間未満
	302単位

	
	１時間以上１時間30分未満
	436単位

	
	１時間30分以上２時間未満
	501単位

	
	２時間以上２時間30分未満
	566単位

	
	２時間30分以上３時間未満
	632単位




※地域区分（岐阜市６級地）により利用回数、加算を含んだ総単位数に地域区分（岐阜市１０．３６）を乗じます。
※平常の時間帯（８：００～１８：００）以外の時間帯でサービスを行う場合には、次の割合で利用料金に割増料金が加算されます。
・夜間（１８：００から２２：００まで）：２５％
・早朝（　６：００から　８：００まで）：２５％
・深夜（２２：００から　６：００まで）：５０％
　《加算》
	初回加算
　新規に居宅介護計画等を作成した利用者に対して、サービス提供責任者が初回の居宅介護等を行った場合、又は訪問介護員に同行した場合に右記の金額が加算されます。
	200単位／月

	利用者負担上限額管理加算
　利用者の依頼により、利用者及びその世帯としての上限額を超えて　
　事業者が利用者負担額を徴収しないよう、利用者負担額の徴収の方法の管理を行った場合は、右記の金額が加算されます。
	150単位／月

	緊急時対応加算
　居宅介護計画等に位置付けられていない居宅介護を利用者又はその家族等からの要請を受けてから２４時間以内に行った場合に右記の
　金額が加算されます。
	100単位／回
（月２回まで）

	加算
　　　

　当事業所は、介護職員の賃金の改善、研修計画の立案・実施等を行なっているものとして岐阜市に届け出ておりますので、以下の加算を算定します。

○介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

＊合計利用単位数とは、基本サービス費に各種加算を加えた総単位数

介護職員処遇改善加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目です。

	国の改定による
算定に応じる


（３）サービス利用にかかる自費負担額
サービス提供に要する下記の費用は、介護給付費支給の対象ではありませんので、自費を頂きます。通常の事業実施地域以外の地区にお住まいの方で、当事業所のサービスを利用される場合は、サービスの提供に際し、要した交通費の実費をいただきます。
	移動手段
	負担していただく交通費

	公共交通機関・タクシー等
	実費


	自動車等
	１㎞あたり５０円


※通院等介助における利用者の居宅と病院の往復により移動交通費（サービス従事者の移動交通費を含みます）が発生する場合には、原則として利用者の負担となります。

※買物代行サービスにおける利用者の居宅と商店の往復により移動交通費が発生する場合には、原則として利用者負担になります。
（４）利用者負担額及び自費負担額のお支払方法
〇　前記（２）、及び（３）の料金・費用は、サービス終了後、毎月２０日までに、前月分の請求書を発行しますので、その月の月末までにお支払い下さい。お支払いいただきますと領収書を発行いたします。
〇　お支払方法は振込み・現金払い・預金口座振替の方法があります。
　　　　　　　
（５）利用の中止、変更、追加

· 　利用予定日の前に、利用者の都合により、居宅介護計画及び重度訪問介護計画で定めたサービスの利用を中止又は変更することができます。この場合にはサービス提供の前日までに事務所に申し出て下さい。
· 　利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をされた場合、取消料として下記の料金をお支払いいただく場合があります。但し利用者の体調不良等正当な事由がある場合は、この限りではありません。

	利用予定日の前日までに申し出があった場合
	　　　　　無料

	利用予定日の前日までに申し出がなかった場合
	５００円


· 　市町村が決定した「支給量」及び当該サービスの利用状況によっては、サービスを追加することもできます。
· 　サービス利用の変更・追加は、訪問介護員の稼働状況により利用者が希望する時間にサービスの提供ができないことがあります。その場合は、他の利用可能日時を利用者に提示するほか、他事業所を紹介するなど必要な調整をいたします。
〇　気象庁による警報発令時、又は大雨、強風、積雪等の悪天候、自然災害などによりサービスの実施が著しく危険であると事業所が判断した時には、事業所からの申し出により、曜日の変更及び時間変更をお願いする場合があります。
〇　Ⅰ.本契約の有効期間中、地震その他天災、事業所の責に帰すべからざる事由で、サービスを提供することができなくなった場合には、事業所は、利用者に対してサービスを提供すべき義務を負わないものとします。
Ⅱ.前項において、利用者は既に提供されたサービスについては所定サービス利用料金を事業所に支払うものとします。
６．サービスの利用に関する留意事項
（１）サービス提供を行う訪問介護員
サービス提供時に、担当の訪問介護員を決定します。
ただし、実際のサービス提供にあたっては、複数の訪問介護員が交替してサービスを提供します。
（２）訪問介護員の交替
①利用者からの交替の申し出

選任された訪問介護員の交替を希望する場合には、当該訪問介護員が業務上不適当と認められる事情その他交替を希望する理由を明らかにして、事業所に対して訪問介護員の交替を申し出ることができます。ただし、利用者から特定の訪問介護員の指名はできません。

②事業所からの訪問介護員の交替
事業所の都合により、訪問介護員を交替することがあります。
訪問介護員を交替する場合は利用者及び契約者等に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮するものとします。

（３）サービス実施時の留意事項
1 定められた業務以外の禁止

利用者は「５．当事業所が提供するサービス」で定められたサービス以外の業務を事業所に依頼することはできません。

2 訪問介護サービスの実施に関する指示・命令

訪問介護サービスの実施に関する指示・命令はすべて事業所が行います。但し、事業所は訪問介護サービスの実施にあたって利用者の事情・意向等に十分に配慮するものとします。

3 備品等の使用

訪問介護サービス実施のために必要な備品等（水道・ガス・電気を含む）は無償で使用させていただきます。訪問介護員が事業所に連絡する場合の電話等も使用させていただきます。

（４）サービス内容の変更
サービス利用当日に、利用者の体調等の理由で予定されていたサービスの実施ができない場合には、サービス内容の変更を行います。その場合、事業所は、変更したサービスの内容と時間に応じたサービス利用料金を請求します。

（５）訪問介護員の禁止行為
訪問介護員は、利用者に対する訪問介護サービスの提供にあたって、次に該当する行為は行いません。

	①厚生労働省が認めていない医療行為
②利用者又は契約者等からの金銭又は高価な物品の授受
③利用者以外に対するサービスの提供
④利用者又は契約者等の金銭、預貯金通帳、証書、書類等の預かり
⑤利用者又は契約者等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動及びその他迷惑行為
⑥利用者又は契約者等を訪問介護員の車に同乗する行為
⑦身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命

　又は身体を保護する為、緊急やむを得ない場合を除く）


　　※訪問介護員をご利用するにあたり駐車場の確保をお願い致します。
（６）緊急時・事故発生時の対応について

１．事業所は、サービス提供等に事故が発生した場合、利用者に対し、必要な処置を講じます。

２．事業所は、サービスの提供にあたって、緊急時の連絡先として主治医を確認するなど、医師・医療機関への連絡体制の確保に努めるものとします。

（７）受給者証の確認

　　「住所」及び「居宅利用負担額」、「支給量」など「受給者証」の記載内容の変更があった場合は速やかに訪問介護員にお知らせください。また、担当訪問介護員やサービス提供責任者が「受給者証」の確認をさせていただく場合には、ご提示くださいますようお願いします。
７．サービス実施記録について

（１）サービス実施記録の確認

　　当事業所では、サービス提供ごとに、実施日時及び実施したサービス内容などを記録

　し、利用者にその内容のご確認をいただきます。内容に、間違いやご意見があればいつ

　でもお申し出ください。なお、「居宅介護計画」「重度訪問介護計画」「同行援護計画」及びサービス提供ごとの記録は、整備した日より５年間保存します。

（２）利用者の記録や情報の管理、開示について
　　当事業所では、関係法令に基づいて、利用者の記録や情報を適切に管理し、利用者の

　求めに応じてその内容を開示します。（開示に際して必要な複写料などの諸経費は、利用
　者の負担となります。）
８．苦情の受付について
（１）苦情の受付

当事業所に対する苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。


○苦情受付担当者　　井馬知亜希
　 ○苦情解決責任者　　 井馬知亜希
　　 ○受付時間　　　   毎週月曜日～土曜日

　　　　　　　　　　　　９：００～１８：００

　　 ○電話番号　　　   ０５８－２１３－６７６７
　　 ○ＦＡＸ　　　　   ０５８－２１３－６７６８
（２）行政機関その他苦情受付機関　　　　
	岐阜市役所　
障がい福祉課
	所在地　　岐阜市司町４０番地１
電話番号　０５８－２１４－２１３６

ＦＡＸ　　０５８－２６５－７６１３

受付時間　８：４５～１７：３０
　　　　（土日・祝日・年末年始を除く）

	国民健康保険団体連合
介護・障害課苦情相談係
	所在地　　岐阜市下奈良2-2-1　岐阜県福祉・農業会館4階
電話番号　０５８－２７５－９８２６
ＦＡＸ　　０５８－２７５－７６３５

受付時間　月曜日から金曜日　９：００～１７：００

　　　　（土日・祝日・年末年始を除く）

	岐阜県運営適正化委員会
	所在地　　岐阜市下奈良2-2-1  岐阜県福祉・農業会館6階

電話番号　０５８－２７８－５１３６

ＦＡＸ　　０５８－２７８－５１３７

受付時間　９：００～１７：００

　　　　（土日・祝日・年末年始を除く）

	瑞穂市役所　
福祉生活課
	所在地　　瑞穂市別府１２８８

電話番号　０５８－３２７－４１２３

受付時間　８：３０～１７：１５

（土日・祝日・年末年始を除く）

	各務原市役所
　社会福祉課
	所在地　　各務原市那加桜町１丁目６９番地
電話番号　０５８－３８９－７１１１
受付時間　８：３０～１７：１５

（土日・祝日・年末年始を除く）

	関市市役所
　健康福祉部
	所在地　　関市若草通３－１
電話番号　０５７５－２３－９０３２
受付時間　８：３０～１７：１５

（土日・祝日・年末年始を除く）

	羽島市市役所
　福祉課
	所在地　　羽島市竹鼻町５５
電話番号　０５８－３９２－９９３１
受付時間　８：３０～１７：１５

（土日・祝日・年末年始を除く）

	北方町
岐阜地域福祉事務所
生活福祉係
	所在地　　岐阜市薮田南５-１４-５３
　OKBふれあい会館第２棟４階
電話番号　０５８－２７２－１９２９
受付時間　８：３０～１７：１５

（土日・祝日・年末年始を除く）

	笠松町役所
　　　　　福祉こども課
	所在地　　羽島郡笠松町司町１番地
電話番号　０５８－３８８－１１１１
受付時間　８：３０～１７：１５

（土日・祝日・年末年始を除く）

	岐南町市役所
　　　　福祉課
	所在地　　羽島郡岐南町八剣７－１０７

電話番号　０５８－２４７－１３４８
受付時間　８：３０～１７：１５

（土日・祝日・年末年始を除く）

	京都市市役所
保健福祉局障害保険福祉推進室
	所在地　　京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町488番地
電話番号　０７５－２２２－４１６１
受付時間　８：４５～１７：３０

（土日・祝日・年末年始を除く）

	本巣市

健康福祉部福祉敬愛課
障がい福祉係
	所在地　　岐阜県本巣市下真桑１０００番地

電話番号　０５８－３２３－１１４１

ＦＡＸ　　０５８－３２３－１１４２

受付時間　８：３０～１７：１５

（土日・祝日・年末年始を除く）

	郡上市
郡上市役所　社会福祉課
	所在地　　岐阜県郡上市八幡町島谷228番地
電話番号　０５７５－６７－１８１１
受付時間　８：３０～１７：１５

（土日・祝日・年末年始を除く）


	可児市
福祉支援課
	所在地　　岐阜県可児市広見一丁目1番地

電話番号　0574-62-1111
受付時間　８：３０～１７:１５ 
 （土日・祝日・年末年始を除く）



９．損害賠償について
（１）損害賠償責任を負う場合と負わない場合
○　サービスの実施に当たって事故が発生した場合事業所は、必要な措置は講じますが、その全ての場合において利用者に生じた損害を賠償する責任を負うわけではありません。事業所が損害賠償責任を負うのは、事象者の故意または過失に起因して損害が発生した場合に限られます。
○　事業所の実施するサービスは、利用者の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように支援する事を目的とするものですので、職員が利用者の全ての行動を常時介助する事はできません。事業所又は職員に予測できない利用者の行動や状況で発生した事故、若しくは、事業所又は職員に回避できない状況で発生した事故については、事業所の故意又は過失に起因したものとはなりません。
（２）　賠償の方法
○　事業所が損害賠償を追う場合、まずは双方の協議により円満に解決できるよう努めます。
○　事業所が損害賠償責任を負う場合でも、利用者に生じた損害の全てを賠償するわけではありません。事業所の故意又は過失に起因した発生したと認められ、かつ、相当な範囲の金額の損害に限られます。
○　事業所の故意又は過失だけでなく、利用者又はご家族の過失のあいまって事故が発生する場合もありますが。この場合、公平の見地から、事業所が賠償する損害額を減じることがあります。
○　事業所が損害賠償保険に加入している場合は、事業所が賠償する金額は、損害賠償保険による補償額を上限とします。ただし、事業所に故意または重大な過失があった場合は、この限りではありません。
１０．サービス利用をやめる場合（契約の終了について）

契約の有効期間は、契約締結の日から利用者の支給決定の有効期間満了日までですが、契約期間満了の７日前までに利用者又は契約者から契約終了の申し入れがない場合には、契約は更に同じ条件で更新され、以後も同様となります。
契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は終了します。

	①利用者が死亡した場合
②事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉
　鎖した場合
③施設の滅失や重大な毀損により、利用者に対するサービスの提供が不可能にな
　った場合
④事業者が指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合
⑥利用者又はご家族から解約又は契約解除の申し出があった場合
　
⑦事業所から契約解除を申し出た場合


（１）利用者又はご家族からの解約・契約解除の申し出
　　契約の有効期間であっても、利用者又はご家族から利用契約を解約することができます。その場合には、契約終了を希望する日の７日前までに解約届出書をご提出ください。

ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除することができます。

	① 利用者が入院された場合

② 事業所もしくは職員が正当な理由なく本契約に定める居宅介護サービスを実施しない場合

③ 事業所もしくは職員が守秘義務に違反した場合

④ 事業所もしくは職員が故意又は過失により利用者の身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合


（２）事業所からの契約解除の申し出
以下の事項に該当する場合には、本契約を解除させていただくことがあります。

	①利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合

②利用者による、サービス利用料金の支払いが2か月以上遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわらず14日以内にこれが支払われない場合

③利用者が、故意又は重大な過失により事業所又は職員もしくは他の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合


（３）契約の終了に伴う援助
契約が終了する場合には、事業所は利用者の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、必要な援助を行うよう努めます。
１１．非常災害対策
風水害、地震等の災害が発生した場合、災害対策基本法（昭和３６年法律第２３３号）第４２条第１項の規定による岐阜市地域防災計画に基づき関係機関との連携及び協力に努めます。
１２.事故発生時の対応について
利用者に対する指定居宅介護・指定重度訪問介護・指定同行援助の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族、利用者に関わる関係者等連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。
また、利用者に対する指定居宅介護・指定重度訪問介護・指定同行援助の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。
なお事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。
	保険会社
	東京海上日動火災保険株式会社

	保険名
	超ビジネス保険


１３．虐待防止等の措置ついて
事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待等のために、次にあげるとおり必要な措置を講じます。
①虐待の防止に関する責任者の選定を行います。

②苦情解決体制の整備を行います。

③従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施（研修方法や研修計　　

　　画など）を行い、研修を通じて、従業者の人権意識の向上や技術の向上に努めます。

4 個別支援計画の作成など適切な支援の実施に努めます。

5 従業者が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従業者が利用者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。
6 従業者は利用者及び障害児が家族等から身体的、心理的等の虐待を受けていることを知った際には市町村に通報等の措置を講じます。　　
	虐待防止に関する責任者
	サービス提供責任者　井馬　知亜希


指定居宅介護サービス及び指定重度訪問介護サービス及び指定同行援護サービスの提供の開始に際し、訪問介護　ピース　重要事項説明書を受領し、これらの内容に関して説明を受け同意します。

以上の契約を証するため、本書2通作成し、利用者、契約者及び事業者が記名捺印のうえ、各1通を保有するものとする。
　　 年　　 月　　　日　　　　説明者（　　井馬　知亜希　　）

　　　　　　契約者　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　 氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　印

電話番号　（　　　　）　　　　―
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【（利用者との続柄：　　　　　）】

　　　　　　利用者　　　住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　印

電話番号　（　　　　）　　　　　―
【代筆者氏名　　　　　　　　　　　　　（続柄：　　　　　）】

（利用者に契約能力、署名能力が無いと契約者が判断される場合は、契約者の自己責任において、利用者欄を代筆・押印し、代筆者氏名欄にご記入ください）

事 業 者　　　 住　　所　  各務原市那加東野町一丁目１３９番地２
事業者名　  合同会社　HALELEA
　　　　　　　　　　　　　　　　　  　代表社員　後藤　孝憲　　　　印　
契約代理者

事  業  所　　　住　　所　　岐阜市宇佐南４−７−１　カルフールⅠ　403号室
名　　称　　訪問介護　ピース
管理者  　井馬　知亜希　　　印
訪問介護　ピース


指定事業所番号　　第2110104169号
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